
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和2年度  事 業 報 告 書
令和2年4月 1日から令和3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 地域教育ネット

1 事業の成果
①当年度で11回目となった高校進学説明会・相談会事業は、コロナ禍での開催にもかかわらず、予想を上
回る約1,000名の参加者となった。これは高校側や他の説明会の未開催が主な要因である。感染症対策に
伴い待ち時間が多く、会場に入りきれない生徒や保護者も出た一方で、高校サイドや保護者からは貴重
な機会であつたという評価が多かった。次年度は感染状況を踏まえたうえで開催の工夫が必要である
が、各学校まで出向くことなく、一箇所で多くの高校の進学情報を集められることは大きなメリットと
いえる。
②平成22年度より行っている放課後学習支援事業FLYが、令和元年度、令和2年度、府中市民提案型協働事
業FASSと して府中市、公益財団法人ウェスレー財団の採択事業となった。コロナによる学校の休校、部
活動の停止など、日々変化する中で、中学校へはできる限り足を運んだ。同時に「ゆめたま」を拠点と
し、ネット環境を利用した学び場を開催した。こちらは中高大学生の利用が多く今後も継続していく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業                 (事 業費の総費用 【964】 千円)

事業名

(定款)
事業内容 日時 場所 従事者

人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費

(千円)

高校進学説明会・

旧談会

(地域教育の普及

及び推進の事業)

葛校入試の現状を理解し、志望

校についての正確な情報を把握
し、過度な不安を取り除き、通

切な対策を立てる支援を行う。

Dネット配信による高校入試の

説明会
Э近隣50校の公立。私立校進学
担当教員による学校案内

令和2年

)月 20日
'レ

ミエール府中

(コ ンベンショ

ンホール)

29名 約 1,000名 59g

学習支援事業

(安心 して学べる

教育環境を整える

事業)

]ASS府 中市市民提案型協働事
業「個別学習支援 。学び場事

業」

令和2年4月

令ヽ和3年 3月

ゆめたま 1名

他ポランティフ

自主的に学びたい

児童生徒学生

延べ約 150人

364

学習支援事業

(安心して学べる

教育環境を整える

事業)

学校長からの依頼を受け、府中

市内中学校2校で放課後学習指

戦 校外授業を部活動として行

う。(自主事業)

令和2年4月
ヽ令和3年 3月

置3回

府中市立中学校

勾空き教室

4名

他ホ
・ランティフ

実施校に通う生徒
のうち支援が必要

と学校が認めた者

年間延べ約1,500名

「

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 日  時 場  所
従事者

人数

事業費

(千円)

該当なし



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和2年度 活動計算書 (その他事業が上塾場合)
事 業 報 告 用
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 地域教育ネット

科 三
l 金  額 小 計・ 合 計

現金預金
未収入金

707,250
116,800

824.051

【A】 資 産 合 計 ①+② 824050

-1】 員 債 の 部

[7.可Π

未払金 131,205

l動負僣 合 計  ・ ・・ ③ 131.21

¬F:I=17「 ]

配足 員債 合 計  ・ ・ ・ 0
負 債 合 計 ③+④ 131.205

747.986
-55.091

692.841

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 824,050
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令和2年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 地域教育ネット

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 NPO法 人会計基準協議会)によっています。
(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事業別損益の状況
事業別損益の状況は、以下のとおりです。

科 目
高校進学
補助事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益

1.受取会費

2.受取寄附金

3.受取助成金等

4.事 業収益

5。 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

講師料

人件費計

(2)その他経費

消耗品費

広告宣伝費

通信交通費

管理諸費

会議費

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

720,000

260,702

120,941

49,280

13,402

77,440

55, 109

55, 190

0

26, 100

0

283,500

176,131

49,280

40,274

77,440

338,6()9

28,235

0

25,941

122,544

0

0

0

299, 195

0

24,000

62, 123

0

0

0

0

299,195

720,000

260,7()2

24,000

62, 123

299, 195

720,000

260,702

204,366

49,280

66,215

199,984

338,609
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書式第 17号 (法第 28条関係)

令和2年度 財産 r=コ
[夕」

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 地域教育ネット

一
〓

セツl |二 | 金  額 ′」ヽ   日十 合  計

現金預金
手元現金
普通預金 (三菱UFJ銀 行
普通預金 (多摩信用金庫

707,250

府中支店)
府中支店)

0

488,568
218,682

FASS事 業支援金 116,800

【A】 資 産 合 計 ①+② 824,050

【1 -1】 負 債 の 部

未払金
FASS事 業支援金返金

131,205
131,205

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 131,205

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 6921



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

豊奎壁墾!墜動墨笙型重盤証邑生

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 □詈ヨ

オカダ アキト 2年 4月 1日

3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日岡田 昭人

2 理事

キムラ タクミ 2年 4月 1日

3年 3月 31日

年 月

月

日

日年木村 巨

理事

コヤマ クニヒコ 2年4月 1日

3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日小山 有彦

“
４ 理事

ツジ ユミ 2年 4月 1日

3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日辻 由美

理事

シバ シゲミ 2年 4月 1日

3年 3月 31日

年 月

月

日

日年柴 繁美

理事

ミヤモト シュウイチ 2年 6月 13日

3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日宮本 修一

監事

セト リョウ 2年4月 1日

3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日瀬戸 綾

8

9

10



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )
令和3年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 地域教育ネット

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 岡田 昭人

2 木村 巨

3 久保田 一郎

4 笠井 俊志

Ｆ
Э 小山 有彦

ハ
０ 辻 由美

７
〓 瀬戸 綾

8 柴 繁美

9 宮本 修一

10 古内 彩夏

11 大橋 凌正

12


